
































































5） 消費者庁編『逐条解説 消費者安全法』（商事法務、2010年）135頁～ 138頁。


























9） Ordonnance no86⊖1243 du 1er décembre 1988 relative à la liberté des prix et de la 
concurrence, JO, 9 décembre 1986, p.14773. この法律は、その後の数多の修正を加えられな
がら、商法典 L.410⊖1以下に収められている。
10） EC 競争法を概観するものとして、庄司克宏『EU 法 政策篇』（岩波書店、2003年）57
頁以下。支配的地位の濫用に関する先例については、中村民雄・須網隆夫『EU 法基本判










た区分は、行政機関と司法機関の分立原則（principe de séparation des 













11） Charles⊖Édouard MINET, Droit de la police administrative, 2007, Vuibert, p.21.
12） エティエンヌ・ピカール / 浜川清訳「フランス法における警察と個人情報の秘密」『各
国警察制度の再編』（法政大学出版局、1995）60頁。


















厳密な意味での「事実の性質決定（qualification juridique des faits）」と「必要
性の統制（contrôle de nécessité）19）」である。事実の性質決定では、警察措置





16） Loi du 5 avril 1884 relative à l’organisation municipale. JO. 6 avril 1884, p.1557. この法律に
ついては、亘理格「フランスにおける国、地方団体、住民 ─ 1884年《コミューン組織法》
制定前後（1）～（5・完）」自治研究第 59巻第 3号（以下、1983）92頁、第 8号 86頁、第 9
号 95頁、第 10号 81頁、第 12号 79頁が詳しい。この時期の市町村警察については、浦田
一郎「憲法的公共性とフランス警察法における『公序』観念について（二）（三）」山形大
学紀要（社会科学）第 12号第 2号（1982）161頁～ 164、第 13号第 2号（1983）129頁～
136頁が詳しい。本法を引き継いだ CGCT. L.2212⊖2は「警察概括条項」といえよう。
17） MINET, op. cit.（note 11），pp.35⊖36.
18） 三浦・前掲注（15）259頁～ 260頁。


























20） MINET, op. cit.（note 11），p.250.
21） Jean⊖Paul COSTA, Le principe de proportionnalité dans la jurisprudence du Conseil d’ État, 
AJDA 1988, p.434.
22） 須藤陽子『比例原則の現代的意義と機能』（法律文化社、2010）122頁～ 132頁。
23） MINET, op. cit.（note 11），p.251.
2．警察法と競争法調整の法構造























24） Christian VIGOUROUX, LA POLICE, LA CONCURRENCE, L’ÉTAT, Terres du droit, Mélanges 
en l’honneur d ’Yves Jégouzo, 2009, Dalloz, p.187.
25） 商法典 L.420⊖1 ～ L.443⊖3.
26） C. E, Sect., Avis, 22 novembre 2000, Société L＆P Publicité SARL, no223645, Rec.p.526, 









例（警察権不可委譲性の原則 30） ）は現在でも依然として存続している 31）。
⒝　こうして、警察法と競争法の接点は絶たれたかに見えたが、CE は、警
察権（具体的には、広告警察 police de l’affichage であった。）行使に対するよ
り高い統制密度を実現するために、競争法への言及を行なった。CE は、これ
まで、商工業の自由（liberté du commerce et de l’industrie）を制限する警察権
行使の適否を制限的統制（contrôle restreint）32）という方法で統制するにとどめ






27） C. E, Ass., 17 juin 1932, Ville de Castelnaudary, Rec. p.595, D.P. 1932. Ⅲ. 26, concl. JOSSE.
28） Loi no 87⊖432 du 22 juin 1987 relative au service public pénitentiaire. J.O. 23 juin 1987, 
p.6775.
29） Laurent RICHER, Droit des contrats administratifs, 6e éd., 2008, LGDJ, pp..580⊖583.
30）  Minet, op. cit.（note 11），pp.98⊖100.
31） 公道の駐車スペースに関する警察権の委任について、C. E, 1er avril 1994, Commune de 
Menton, no144152, Rec. p.175. 公道の監視に関する警察権の委任について、C. E, 29 décembre 
1997, Commune d ’Ostricourt, no170606, Rec. p.706.






L＆P Publicté SARL 会社は、Bayonne 市内の広告制限区域において広告看板
を設置したところ、当該広告看板が、「広告、貼紙、表示看板に関する1979年
12月29日法律」10条に基づく規定に抵触していた。そこで、Bayonne 市長は、
同法 24条に基づき L＆P Publicté SARL 会社に対して看板除却命令を下したと
ころ、同決定に不服を抱いた L＆P Publicté SARL 会社は、当該市長の決定が「価















33） Loi no 79⊖1150 du 29 décembre 1979 relative à la publicité,aux enseignes et préenseignes.
JO. 30 décembre 1979, p.3314. この法律は、現在、環境法典 L.581⊖1 ～ L.581⊖45に組み込ま
れている。
34） Loi no87⊖1127 du 31 décembre 1987 portant réforme du contentieux administratif. JO. 1er 
janvier 1988, p.7. 当該規定は、行政裁判法典 L.113⊖1に組み込まれている。下級審裁判所に




























35） 支配的地位の必然的濫用（abus automatique de position dominante）と支配的地位の直
接的濫用（abus direct de position dominante）との区分が指摘されている。Jean⊖Philippe 
COLSON, Pascale IDOUX, Droit public économique, 5e éd., 2010, LGDJ, pp.591⊖593.
公権力特権を有する行政決定の司法審査に当たり、競争規範の考慮義務（以下、























36） C. E, Sect., 26 mars 1999, Société EDA, no202257 et 202260, Rec. p.107, concl. J⊖H STAHL, 
AJDA1999, p.427, concl. J⊖H STAHL et note BAZEX, RDP 1999, p.1555, note MANSON.
37） Anne MARCEAU, Police administrative et droit public de la concurrence, AJDA2002, p.190.



























40）本件における司法統制は、費用便益衡量理論（théorie du bilan coût⊖avantages）と並び、
厳格な比例性の統制の一ヴァージョンという位置付けが与えられている。Jean WALINE, 
Droit aministratif, 22e éd., 2008, Dalloz, p.611，亘理格『公益と行政裁量』（有斐閣、2002）
238頁～ 241頁。
















Houlgate 市は、1992年 4月 1日より 9年間にわたり、ウルガ－タ・カジノ事業
会社（SECH）に公設カジノの経営を委ねていた。従前、カジノ建設ないし経
営に関する契約は、公役務の特許（concession de service public）と解されて
いた。しかし、1993年1月29日の法律（la loi Sapin）制定 44）により、当該契約




42） Austry, op. cit.（note 38），p.536.
43） C. E, Sect., 10 mars 2006, Commune d ’Houlgate et Société d ’exploitation du casino 
d ’Houlgate, no264098, Rec. p.138, BCJP2006, p.203, concl. D. CASAS et obs. C. MAUGÜÉ, AJDA 
2006, p.751, note J. ⊖D. DREYFUS.





公募手続には、前受任者（le délégataire sortant）である SECH の他に、
Emeraude 会社が新規参入者として応募してきた。しかし、市長は、Emeraude
会社の見積書（offre）を採用すべきでないとの当該自治体の公役務委任委員







ルーレット等の卓上ゲーム（les jeux de tables）に関する許可は、1年という期


















域への平等なアクセス確保の要請（impératifs tenant à la préservation de 
l’égalité d’accès）とを調整する義務を課せられているのである。」

















































45） Didier CASAS, conclusions sur l’arrêt Commune d ’Houlgate et Société d ’exploitation du 



























47） MAUGÜÉ, op. cit.（note 43），p.209.
48） 橋本博之『行政判例と仕組み解釈』（弘文堂、2009）149頁～ 155頁。
49） MARCEAU, op. cit.（note 43），p.199.










び競争の自由に関する 1986年 12月 1日オルドナンス」第 26条に基づく競争評
議会（Conseil de la concurrence、現・競争機構 51） ）への事前諮問（consultation 
préalable）を CE に勧める 52）。
CE による競争評議会への事前諮問は、行政活動それ自体が、直接、支配的
地位の濫用に該当するか否かが問われた Société EDA 事件において初めて認め












51） 大橋麻也「競争法執行機関の改革─競争の調整の現代化に関する 2008年 11月 13日オル
ドナンス第1161号」日仏26号（2011）171頁以下。


























55） Jacques CAILLOSSE, Le droit administratif français saisi par la concurrence？AJDA2000, 
p.102.





















































60） Christine BRÉCHON⊖MOULÈNES, La place du juge administratif dans le contentieux 
économique public, AJDA2000, p.684.
61） RICHER, op. cit.（note 29），p.705.

































64） RICHER, op. cit.（note 29），p.704. MARCEAU, op. cit.（note 37）、p.191
65） MARCEAU, op. cit.（note 37），p.198.
66） CAILLOSSE, op. cit.（note 55），pp.101⊖102.

























68） Sophie NICINSKI, Les évolutions du droit administratif de la concurrence, AJDA2004, 
pp.752⊖753.
69） 少なくとも、日本では、独禁法の運用を行政機関が行う場合、当該機関と公正取引委
員会の事前調整は必須と考えられている。事前調整に伴う問題等について、來生新「政府
と競争秩序」法時73巻8号（2001）22頁～ 23頁。
領域が根付き、着実に広がっていることの証左でもある。また、競争規範考慮
義務が警察機関に課せられたということは、市場における競争秩序が、経済外
的要素により攪乱されることにセンシティブになったフランス法の現状とそれ
を要請する EU 法の存在を如実に示しているといえよう。
【付記】北秀昭先生は、この度、筑波大学法科大学院をご退職されることにな
りました。先生とは主に学内行政で接する機会があり、裁判官に任官中のご経
験と本法科大学院の創設期からのご経験を踏まえた、様々な場面での的確な判
断には教えられ、とりわけ法科大学院での教育に戸惑っていた私には多くの示
唆を与えていただきました。この拙い論文をもって先生のこれまでのご厚情へ
の感謝の気持ちを捧げたいと思います。
（ひの・たつや　筑波大学法科大学院准教授）
論説（日野）
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